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1. 住民一人当たりの資産額  

 

財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、地方公共団体の保有する資産の合計額を住民

基本台帳人口で除して、住民一人当たりの資産額を表す指標です。資産には、住民サービスを提供するた

めに保有し将来世代に引き継ぐ資産（有形・無形固定資産）や、将来、債務返済や行政サービスに使用す

ることが可能な資産（投資・流動資産）等があります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

資産合計 576 億 3,741 万円 582 億 9,846 万円 575 億 9,288 万円 566 億 7,426 万円 569 億 6,226 万円 

人口 3 万 3,024 人 3 万 3,167 人 3 万 3,356 人 3 万 3,567 人 3 万 3,566 人 

住民一人 

当たり資産額 

(類似団体平均値) 

174.5 万円 

(146.7 万円) 

175.8 万円 

（151.0 万円） 

172.7 万円 

（152.1 万円） 

168.8 万円 

（150.0 万円） 

169.7 万円 

 

 

人口は令和７年 1 月 1 日の住民基本台帳の 33,566 人で算出しています。大治町の令和６年度の住民

一人当たりの資産額は、169.7 万円となっています。令和５年度までの推移は減少傾向でしたが、令和６

年度は上昇しています。類似団体と比較すると、大治町は住民一人当たりの資産額が多くなっています。 

 

 

                                                                                               

《グラフの数値について》  

● 大治町       財務書類（一般会計等）における数値。 

● 類似団体平均 全国の市町村を人口や産業構造により総務省が 83 の類型に分類した結果、大治町と同じ類型に 

属する団体の数値。令和６年度値は国の公表前であり未記載となっている。 
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2. 歳入額対資産比率 

 

当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を算出し、これまでに形成されたストックとしての資産が、

歳入の何年分に相当するかを表す指標です。歳入総額とは、前年度からの繰越収入を含んでおり、財務書

類（資金収支計算書）を作成することにより得られる、各収入及び前年度末資金残高の合計です。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

資産合計 576 億 37 百万円 582 億 98 百万円 575 億 93 百万円 566 億 74 百万円 569 億 6,226 万円 

歳入合計 137 億 70 百万円 114 億 75 百万円 110 億 58 百万円 110 億 84 百万円 130 億 37 百万円 

歳入額対資産比率 

(類似団体平均値) 

4.2 年 

（2.8 年） 

5.1 年 

（3.2 年） 

5.2 年 

（3.3 年） 

5.1 年 

（3.3 年） 

4.4 年 

 

 

 

 

大治町の令和６年度の歳入額対資産比率は、4.4 年となっています。過去の推移は類似団体とほぼ同等 

傾向であり、令和７年度も類似団体より歳入額対資産比率が高いことが予想されます。 

前ページでの分析からも分かるように、大治町は類似団体と比較して資産が多いため、本指標も類似団 

体よりも高くなっています。 

 

 

 

                                                                                                

《用語説明》資産  

固定資産 建物や道路等 ・・・令和６年度 540 億 6,266 万 3 千円  

流動資産 現金や預金等 ・・・令和６年度  28 億 9,959 万 2 千円 
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3. 有形固定資産減価償却率 

 

地方公共団体が保有する有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の比率

を算出し、資産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度経過しているかを表す指標です。 

 

 

 

 

大治町の令和６年度の有形固定資産減価償却率は、65.0％となっています。令和４年度までは類似団体

よりも下回っていましたが、類似団体よりも増加率が高くなっており、令和 6 年度には類似団体と有形

固定資産減価償却率は同等になることが予想されます。この指標が高いということは、施設の老朽化が進

んでいるということであり、今後施設の更新や維持補修等で費用が発生することが考えられます。 

 

 

 

                                                                                               

《用語説明》 減価償却  

資産は時間が経つにつれてその価値が減っていくという考え方のこと。 

減価償却累計額は、固定資産がどれくらいの期間使用され、老朽化しているかを示します。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

減価償却累計額 174 億 89 百万円 179 億 96 百万円 186 億 73 百万円 193 億 46 百万円 199 億 41 百万円 

有形固定資産 298 億 65 百万円 301 億 87 百万円 303 億 47 百万円 303 億 83 百万円 306 億 68 百万円 

有形固定資産減

価償却率 

(類似団体平均値) 

58.6％ 

（61.8％） 

59.6％ 

(61.8％) 

61.5％ 

(63.1％) 

63.7％ 

(64.5％) 

65.0％ 
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4. 純資産比率 

 

財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、資産のストック情報（資産額）に対する純資

産の比率を算出し、保有している有形固定資産等がどの世代の負担により行われたかを表す指標です。 

純資産の増加は、過去及び現世代の負担により将来世代が利用可能な資源を蓄積したことを表している

一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な資源を過去及び現世代が費消して便益を享受していると捉

えることができます。 

 

大治町の令和６年度の純資産比率は、87.8％となっています。過去５年の推移は類似団体と同様にほぼ

横ばいです。令和 6 年度においても、引き続き類似団体よりも純資産比率が高いことが予想されます。 

今後、世代間のバランスを見ながら資産の更新や形成をしていく必要があります。 

 

 

 

 

                                                                                             

《用語説明》 純資産  

道路や学校整備等の財源として受けた国や県からの補助金や町税等の総額のこと。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

純資産 502 億 9 百万円 506 億 40 百万円 501 億 77 百万円 495 億 21 百万円 500 億 34 百万円 

資産合計 576 億 37 百万円 582 億 98 百万円 575 億 93 百万円 566 億 74 百万円 569 億 62 百万円 

純資産比率 

(類似団体平均値) 

87.1％ 

（73.7％） 

86.9％ 

（74.1％） 

87.1％ 

（74.4％） 

87.4％ 

（75.6％） 

87.8％ 
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5. 将来世代負担比率  

 

有形固定資産などの社会資本等に対して、財源のうち将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共

資産等形成充当負債の割合）を算出し、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を表す指標です。 

 

 

大治町の令和６年度の将来世代負担率は、4.3％となっています。過去５年の推移はゆるやかな上昇傾

向となっています。類似団体よりは大幅に低く、令和 6 年度においても、引き続き類似団体よりも将来

世代負担比率が低いことが予想されます。 

 

 

                                                                                               

《用語説明》 

社会資本   道路や公園、学校などの公共施設のこと。 

有形固定資産 事業用資産やインフラ資産等 

無形固定資産 ソフトウェアや地上権等 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

地方債残高 

(特例地方債除く) 
20 億 74 百万円 21 億 65 百万円 21 億 59 百万円 22 億 6 百万円 23 億 7 百万円 

有形・無形固定資

産合計 
544 億 76 百万円 542 億 20 百万円 538 億 8 百万円 531 億 5 百万円 531 億 46 百万円 

将来世代負担比率 

(類似団体平均値) 

3.8％ 

（14.0％） 

4.0％ 

（14.8％） 

4.0％ 

（15.1％） 

4.2％ 

（14.4％） 

4.3％ 
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6. 住民一人当たり行政コスト  

 

財務書類（行政コスト計算書）の純行政コストを住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの行政コ

ストを表す指標です。 純行政コストは、地方公共団体の行政活動に係る人件費や物件費等の費用につい

て、発生主義に基づき減価償却費などを含めてフルコストで表示したものです。 

 

 

大治町の令和６年度の住民一人当たり行政コストは、33.8 万円となっています。過去５年の推移は類

似団体とほぼ同等な推移となっており、令和 6 年度も引き続き、住民一人当たり行政コストは類似団体

値を下回ることが予想されます。 

 

 

 

                                               

《用語説明》純行政コスト 

行政活動に係る費用のうち、人的サービスや供給サービスなど、資産形成に繋がらない行政サービスに係る経費のこと。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

純行政コスト 121 億 9,048 万円 96 億 2,204 万円 98 億 1,070 万円 101 億 2,149 万円 113 億 3,047 万円 

人口 3 万 3,024 人 3 万 3,167 人 3 万 3,356 人 3 万 3,567 人 3 万 3,566 人 

住民一人当たり

行政コスト 

(類似団体平均値) 

36.9 万円 

（44.1 万円） 

29.0 万円 

(37.3 万円) 

29.4 万円 

(37.1 万円) 

30.2 万円 

(38.0 万円) 

33.8 万円 
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7. 住民一人当たり負債額 

 

財務書類（貸借対照表）を作成することにより得られる、地方公共団体の保有する負債のストック情報

（負債額）を住民基本台帳人口で除して、住民一人当たりの負債額を表す指標です。負債には地方債残高

のほか、退職手当引当金や未払金など、発生主義により全ての負債が含まれています。 

 

 

この数字が低ければ借金等が少なく、財政運営が健全であるといえます。 

大治町の住民一人当たり負債額は、20.6 万円となっています。過去５年の類似団体推移と比較すると、

毎年大治町の値が低くなっており、令和 6 年度も引き続き、住民一人当たり負債額は類似団体値を下回

ることが予想されます。 

 

 

                                                                                             

《用語説明》負債  

固定負債 地方債や長期未払金等 ・・・・・・・・・令和 6 年度 58 億 6,393 万 7 千円  

流動負債 １年以内償還予定地方債や未払金等 ・・・令和 6 年度 10 億 6,422 万 1 千円 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

負債合計 74 億 2,884 万円 76 億 5,853 万円 74 億 1,614 万円 71 億 5,329 万円 69 億 2,816 万円 

人口 3 万 3,024 人 3 万 3,167 人 3 万 3,356 人 3 万 3,567 人 3 万 3,566 人 

住民一人当たり 

負債額 

(類似団体平均値) 

22.5 万円 

（38.1 万円） 

23.1 万円 

(39.2 万円) 

22.2 万円 

(38.9 万円) 

21.3 万円 

(36.6 万円) 

20.6 万円 
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8. 業務・投資活動収支 

  

財務書類（資金収支計算書）の業務活動収支及び投資活動収支の合算額を算出し、その時点で必要とさ

れる政策的経費をその時点の税収等でどれだけ賄えているかを表す指標です。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

業務活動収支 
支払利息支出を除く 

3 億 3 百万円 8 億 65 百万円 4 億 60 百万円 7 億 14 百万円 △3 億 27 百万円 

投資活動収支 
基金積立金支出及び

基金取崩収入を除く 
△5 億 12 百万円 △4 億 35 百万円 △1 億 90 百万円 △3 億 52 百万円 1 億 82 百万円 

業務・投資活動収支 

(類似団体平均値) 

△2 億 9 百万円 

（72 百万円） 

4 億 30 百万円 

（7 億 44 百万円） 

2 億 70 百万円 

（6 億 72 百万円） 

3 億 62 百万円 

（4 億 53 百万円） 

△1 億 45 百万円 

 

大治町の業務・投資活動収支は、△1 億 45 百万円となっています。業務活動収支については、収入、 

支出ともに増加しているものの、主に物件費等支出や社会保障給付支出、補助金等支出などの支出の伸 

びが、収入の伸びよりも大きくマイナス値となっています。 

令和 6 年度においては、業務・投資活動収支がマイナスの値に転じており、政策的経費を税収等で賄 

えていないことになるため、今後は経常的な収入の確保や経費の削減等の見直しが必要となります。 

 

 

                                                                                             

《用語説明》 

業務活動収支 税収、補助金収入等の経常的な収入で、人件費、物件費等の経常的な活動のための支出を賄えて 

いるかを表すもの。 

投資活動収支 国や県の補助金による収入で、公共施設等の整備投資や貸付金等の投資的な活動のための支出を 

賄えているかを表すもの。 
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9. 受益者負担比率 

  

財務書類（行政コスト計算書）の経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに係る受益者負担の金

額）に対する経常費用（行政サービス提供に係る負担）の比率を算出し、行政サービスの提供に対する受

益者の直接的な負担の割合を表した指標です。 

 

 

大治町の受益者負担比率は、5.1%となっています。過去５年の類似団体推移と比較すると、令和５年

度までは毎年大治町の比率が低くなっています。令和 6 年度においては、地方債の未収入金による一時

的な経常収益の増加により、大治町の受益者負担比率は増加しています。 

 

 

 

                                                                                                

《用語説明》 

経常収益 使用料及び手数料等の総額。 

経常費用  業務費用と社会保障費等からなる移転費用の総額。 業務費用には人件費や物件費等、社会保障費等には 

住民への補助金などが含まれている。 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

経常収益 2 億 24 百万円 1 億 85 百万円 2 億 30 百万円 2 億 26 百万円 6 億 6 百万円 

経常費用 124 億 13 百万円 98 億 7 百万円 100 億 41 百万円 103 億 48 百万円 119 億 38 百万円 

受益者負担比率 

(類似団体平均値) 

1.8％ 

（3.5％） 

1.9％ 

（4.0％） 

2.3％ 

（4.3％） 

2.2％ 

（4.0％） 

5.1％ 

 


